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窓口の一本化：教育長 

学校で対応 

引率、担任、人権教育主任 

自校校長 

児童等へ事実確認 

５Ｗ１Ｈ 

相手校の校長 

教育委員会 教育委員会 

他市町担当課・教育委員会、宇城教育事務所、関係機関（団体）へ連絡 

報道機関への対応 

対策チームの設置 
当該学校、各市町、宇城教育事務所、宇城人研、関係機関（団体）で編成。 

対策チームの主管は当該学校関係課。 

保護者への対応 

共同で再発防止に向けた取組を展開 

差別事象に対するフローチャート図（学校） 改正版(H27.11.13) 

警察・法務局との連携 

全校に人権教育の充実 

※当該校、当該教育委員会での対応が難しい場合（当該教育長が判断） 

支援・援助 

教育委員会 
(管内県立学校につ
いては宇城人研) 

最終報告：①原因の調査 ②再発防止に向けた学習計画の見直し・改善 
       ③学習会の開催 ④今後の計画 

協 議 会 

※最終報告 


